台灣工作機械產業情報季刊_第51号
【編集：東海大學產業イノベーション経営研究室】


台湾工作機械情報 
2023年７月15日

· SMB一万台ネットワークが成功、18の異業種団体が集って参加
スマートマシンは政府が推進する重要産業であると同時に、台湾の次世代産業成長の中核をなす。国内製造業が徐々にデジタルのアップグレードと変革を実現するべく古い生産モデルを打破し、産業の競争力を維持できるようにするためである。経済部産業開発局、PMC、63社のシステムインテグレーター、多くの業界団体の共同努力により、スマート・マシン・ボックス（SMB）の普及促進は、中小企業がデジタル変革への第一歩を踏み出す一助となった。2018年以来、17業種399社のメーカーがこのプロジェクトに参加し、合計10,466台の機器が接続、10,000台接続のマイルストーンに到達した。同時に、我が国のスマート製造業は新たな段階へと進んでいる。
　経済部工業局副局長の楊志清氏は、困難な前途を振り返って次のように語った。「５年前、台湾の産業部門はスマート・マニュファクチャリングやインターネットの概念に馴染みがなかった。産業開発局と業界専門家の意見や発想に触発され、オリジナルのテレビとマシンボックスを接続し、より多くのメディアコンテンツとアプリケーションを入手するというコンセプトが考案された。産業界にスマート・マシン・ボックスの設置が許可されれば、生産ラインの設備信号を連動させることで、スマート製造業へのデジタル変換とアップグレードが可能になるはずだ。こうしてスマート・マシン・ボックス（SMB）のコンセプトが生まれた。この新しいコンセプトは、さまざまな公的団体や産業委員会によって推進され、目覚ましい機械のネットワークを実現するに至った。」
　プロジェクト・ファシリテーターの賴永祥氏によれば、かつて製造業における古い設備の生産管理は、人手と紙ベースの業務に大きく依存していたため、さまざまなコストがかさんでいた。SMBはこれらの問題を解決し、設備管理における情報収集と処理の効率を効果的に向上させることができる。ここ数年、アドバイスを受けたベンダーは、このデジタルアップグレードに大変満足している。
　特に産業全体が徐々にインダストリー4.0の領域へと移行しつつある今、一万台ネットワークはデジタル化の基礎となる重要なマイルストーンであり、経済部工業局は引き続き産業の変革とアップグレードを推進していく。企業のネットワーク化と可視化から、透明性、予測可能性、適応性への移行を支援する。同社はまた、未だデジタル化プロセスに着手していない企業に対し、ステップアップによる成功事例の経験を活用することで、変革によるイノベーションをもたらし、成功への近道を奨励している。
（資料出典：工作機械・パーツ雜誌，2023，NO.149 頁66-67）

· 産学連携とイノベーション促進　
スマートマシン産業における人材育成セミナーを開催
　現代社会において少子化は人口構造に影響を与えるだけでなく、労働力にも深刻な影響を及ぼしている。その結果、企業はますます人材育成の必要性を認識しており、一つの必要な投資と考えている。工作機械産業はスマートマシン分野の重要な産業であり、プロフェッショナルの育成は国家産業の発展における重要な戦略である。人材不足を解消するため、各省庁は省庁間交流という形で積極的に産業界と顔を合わせてコミュニケーションを図る。工作機械協会が主催する今回のイベントは、産業界、政府、学界、研究機関の専門家が一堂に会し、産業界が人材問題を解決できるよう支援することを目的としている。
　近年、同協会は会員メーカーに対し、「産学パートナーシップ」のような産学関連の研修プログラムへの参加を呼びかけており、これにより産業界はハイテク・技術教育ルートを通じて人材育成に参加することができる。こうして企業、学校、そして若者の雇用にとってWin-Win-Winの状況を達成したい。すでに一定の成功を収めてはいるが、工作機械産業が必要とするプロフェッショナルな人材を育成するため、この「人材育成」は長期的に推進すべき重要課題と考えている。
　工作機械・パーツ協会理事長の陳伯佳氏は、産学連携は常に業界の競争力を向上させる重要な戦略であり、特に少子化がもたらす課題を前に、良好な交流プラットフォームを確立することが不可欠であると述べた。従って産学および工業協会はデジタルツールによってAIベースの知識管理など、透明でリアルタイムのデジタルプラットフォームやチャネルを構築し、作業を容易に、かつ産学協力や人材育成のプロセスを加速させ、産学協力にさらなる力を注入することが推奨される。将来起こりうる人材不足に対応するため、工作機械・パーツ協会では産学連携委員会と社会的責任委員会を立ち上げ、産学間の連携を促進し、業界の人材ニーズを緩和することを期待している。また、政府資源と産学の連携により知識管理の一部をまとめ、企業の競争力と様々な指標の関連性を検討、「人材育成」を長期的な優先事項として推進することで、産業発展の優位性を高める。
　人材資本の構築には長期的な積み重ねと投資が必要であり、一朝一夕に達成できるものではない。したがって、すべての関係者が協力してこの業界に留まり、活躍する優秀な人材を育成する必要がある。人材不足という課題に直面している業界は、人材市場における消費者としての役割を変えなければならない。学校教育にもっと深く関与し、才能を伸ばす上で学校にとって重要なパートナーとなるべきだ。この会議では、人材育成の面でも業界の発展の方向性がより明確に示された。
（資料出典：工作機械・パーツ雜誌，2023，NO.150 頁66-67）

· コロナ収束　工作機械業界へのラストワンマイル
2023年工作機械デジタルマーケティング指導計画
　2023年、貿易局は引き続き政府資源を提供し、指導のアプローチ法を若干変更した。工作機械協会は、オープンセレクションの仕組みを通じて指導を行うプラットフォームを提供し、様々なデジタルマーケティングソリューションを直接紹介するコンサルタントを提供、メーカーがニーズに応じて選択できるようにした。
　プレゼンテーションの冒頭では、工作機械協会の陳忠平秘書長が、パッケージングとマーケティングの技術、特に硬質機械製品については、デジタルマーケティングによる商品のイメージ戦略強化が必要であることを紹介した。今年も台湾が次々と好プレーを展開し、国民を感動させたWBCを再現したい。このような国に貢献する結束力は2020年に台湾工作機械業界がマスクのナショナルチームを結成した際にも見られたが、今回は業界が一丸となってマーケティングチームを結成し、ともに台湾工作機械産業の輸出教祖力を強化しようとしている。工作機械協会のこの指導計画と、当協会が運営するMTB2Bオンラインプラットフォームに会員メーカーの製品を無料掲載することで、企業のイメージアップと国内外での製品の露出を大幅に高めることができる。
　同協会は続いて今年度のプロジェクト実施と応募要項について紹介し、MTB2Bプラットフォームが効果を発揮していること、過去2年間のGA（Google Analytics）分析でウェブサイト訪問者の記録が明らかになったことを付け加えた。台湾での閲覧率に加え、インドやアメリカでも関心が寄せられ、クラウドサーフィンを利用したツールメーカー製品のマーケティングも効果的であることが実証された。さらに、会員メーカーがデジタル・マーケティング・ツールを導入する際に政府リソースをより活用できるよう、その他コロナ禍後のマーケティング・プログラムリソースも紹介した。
　今年同協会は、異なるデジタル・マーケティング・ツールやテクニックを持つ4つのデジタル・マーケティング・コンサルタントを招聘した。例えば、AR/VR/MR、Web VR 360、広告出稿、googleキーワードマーケティング、コピーライティング/AVマーケティング、オープンAI AVマーケティングなどのソリューションなどだ。同イベントは会員企業が自社に最適なデジタルマーケティングソリューションを見つける絶好の機会となった。カウンセラーによるデジタル・マーケティング・ツールのデモンストレーション・ブースも設けられ、同協会の会員企業にデジタル・マーケティング・ツールに対する理解を深めてもらった。現場は大変賑わい、各社のマーケティング担当者は非常に有意義な時間を過ごした。
　3年以上にわたるコロナ禍の下でも工作機械・パーツメーカーの開発と生産は衰えることなく継続し、過去3年間で工作機械協会の技術委員会は工作機械業界のために多くの規格と品質基準を確立してきた。しかしながら良い製品というのは最終顧客までのラストワンマイルまで届く必要がある。コロナ禍が去った今、すべての企業のマーケティング担当者にとって国内外の展示会やデジタルマーケティングはその手腕を発揮する時である。
（資料出典：工作機械・パーツ雜誌，2023，NO.151 頁72-73）

· 工作機械企業における変革指導経験
　2023年4月28日2023年度 TPSフォーラムで、経済部工業局および台湾機械工業会に招かれた劉仁傑教授が、2010年代に工作機械企業を指導した経験を披露した。この記事では、この日のスピーチの核となるメッセージを紹介する。TPSとは持続可能な実践的システムであり、指導とはいえ共同作業のような、宣教師、コーチ、監督として一定のリズムを持った時系列的な挑戦となった。
　劉教授は1991年2月日本から帰国してすぐに東海大学でTPSの講義を始め、2000年代のTPS学習の風潮や業界の期待に沿って企業カウンセリングに携わった。これまで指導した企業のうち2年以上指導を受け、具体的な成果を上げた企業は約10社。1990年代には台中精機、2000年代には寶成國際、鈺齊國際、翔鑫堡、前垣紡織、2010年以降では崴立機電、上銀科技、矽品精密、力山工業、鋐基手工具などがある。
　教授曰く、2011年春に初めて崴立機電に招かれ講演を行った際、製造プロセスの標準化の乏しさ、連携性の欠如、在庫の多さと資材不足の問題を提起したという。彼は、台湾の工作機械業界においてこれらは共通の現象であるが、変革のための肥沃な土壌になり得ると考えている。以下はこの肥沃な土壌から出発する5つのステップである。
1 スタート地点を見つけ、半年で結果を出す。生産リズムの基本概念、7つのムダ、作業の価値を理解した上でスタート地点を見つけ、半年で結果を出すことが重要である。崴立の主軸と上銀のスライダーの一個流し作業は非常に良い起爆点となり、良い成果をもたらした。顕著な生産効率向上の観点からTPS実践の可能性を理解するために、起爆一点集中の効果を実現した。
2 共感を誘い、システム改善の基礎を築く。最初に甘い果実を味わったならば次は共感を誘い、システム向上の基礎を築く時だ。これらの作業は時間を要し、多くのボトルネックが発生する。全体の士気を維持しながら基盤を構築するためには、ローテーションで貢献する多くの同志が必要だ。
3 人材を育成し、改善のメカニズムを開発。優れたプロセスと改善メカニズムを開発することで、継続的な改善が可能になる。優れたプロセスは同志の創造性から生まれるものであり、優れたメカニズムは問題を浮き彫りにして改善、あるいは再発を防ぐことを可能にするだけでなく、参加者の才能を育てる効果も発揮する。
4 経営者は指導力を向上させる責任がある。彼は聖句を引用し、企業変革期におけるリーダーとしての経営者の役割を指摘した。彼はまた、経営者はTPSの人間尊重と権限委譲を学習すべきとし、従業員が熱意をもって働ける企業の「理想」を定義するために、ヒューマニズムな作業モデルを採用している。
5 高付加価値を追求する。最後に彼は、能力を収益性に変え、顧客価値を理解することの重要性を強調した。リーン製品開発とリーン・カスタマイゼーションは、持続可能なTPS実践のための新たな考え方となり、組織の活力を維持・持続させる鍵になると確信している。
[bookmark: _GoBack]【資料出典：2023-04-28 工商時報ネット版など；抜粋：劉仁傑研究室】

· [bookmark: _Hlk139637711]「2022年天下雑誌トップ2000工作機械企業」掲載
　台湾のトップ2000社ランキングが5月に発表された。以下、工作機械とパーツメーカーのランキングと関連情報を表1に掲載する。

表1  2022年天下雑誌トップ2000工作機械企業
	排名
	企業名
	營業額
(億元)
	成長率(%)
	獲利
(億元)
	獲利率(%)

	1
	上銀科技
	293.15
	7.52
	44.79
	15.28

	2
	亞德客國際集團
	260.73
	2.65
	60.13
	23.06

	3
	東台精機
	82.69
	-14.10
	0.91
	1.10

	4
	台中精機廠
	75.80
	-5.49
	N.A.
	-

	5
	金豐機器工業
	69.58
	26.92
	4.54
	6.52

	6
	程泰機械*
	63.85
	-5.06
	7.08
	11.09

	7
	永進機械工業
	53.31
	-1.75
	N.A.
	-

	8
	崴立機電
	37.28
	23.04
	N.A.
	-

	9
	台灣瀧澤科技
	36.03
	22.43
	3.70
	10.27

	10
	協易機械工業
	35.49
	-6.51
	0.29
	0.82

	11
	全球傳動科技
	33.74
	2.71
	2.84
	8.42

	12
	大銀微系統
	32.28
	1.38
	3.27
	10.13

	13
	台灣麗馳科技
	31.55
	25.45
	2.06
	6.53

	14
	亞崴機電
	31.01
	-14.60
	3.54
	11.42

	15
	協鴻工業
	26.30
	-3.31
	1.11
	4.22

	16
	百德機械
	25.84
	27.73
	1.09
	4.22

	17
	油機工業
	24.29
	5.98
	4.02
	16.55

	18
	高鋒工業
	20.50
	4.70
	0.49
	2.39

	19
	台灣氣立
	18.05
	-11.21
	1.72
	9.53

	20
	直得科技
	16.36
	-11.90
	3.47
	21.21

	21
	福裕事業
	16.11
	0.25
	-0.23
	-1.43


＊天下雑誌773号より抜粋。6位の程泰機械は、亞崴機電（14位、31億100万ドル）を含む。
単独では11位（32億8400万ドル）。
　ランキングとその内容から、2022年台湾の工作機械企業は、一部で以前の栄光を取り戻し始めており、一部はまだ苦戦していることがわかる。 全体として、以下の4つの特徴は注目に値する。
(1) 金属切削工作機械のトップ5：東台精機、台中精機、永進機械、崴立機電、台灣瀧澤；成形工作機械のトップ：金豐機器。 このうち、崴立機電、台灣瀧澤、金豐機器はいずれも20％以上の事業成長を達成しており、大変注目に値する。

(2) 衰退が目立つのは、東台精機、亞崴機電、協易機械など。 昨年のファイナリストのうち、達佛羅と榮田精機は選考から外れた。

(3) 協鴻工業や達佛羅のような輸出志向の企業は、これまで価格で勝負して急成長してきたが、いまだ弱い立場にある。

(4) コンポーネント企業6社は二極化した。 好業績を続けている上位2社の上銀と亞德客は、関連分野のプラットフォーム企業へと変貌を遂げ、顧客の30％以下が工作機械関連企業となっている。 全球傳動と大銀微も同様の動きをしているが成長は鈍化している。 台灣氣立、直得科技に至っては衰退が明らかだ。

　業界のエコシステムから見れば、かつてはコストパフォーマンス（価格性能比、CP）で勝負していた工作機械メーカーが、顧客ニーズと補完的リソースを組み合わせた共生へと変貌を遂げつつある。上銀科技がモビリティ・プラットフォーム企業へと変貌を遂げたように、工作機械企業にとっても、顧客の使用プロセスに焦点を当てることで、カスタム・プラットフォーム企業へと変貌を遂げることは新たな挑戦となるだろう。同時に、台灣麗馳、協鴻工業、達佛羅といった輸出企業が今後も元気を取り戻せるかどうかにも注目したい。
【資料出典：天下雜誌773期、劉仁傑研究室】

· 2023年台湾工作機械業界の現状と展望
　最近の国際経済情勢を見ても米国の債務上限交渉はいまだ続いている。米国政府が債務違約に陥るリスクは低いとはいえ、世界の金融市場の混乱は免れ得ない。また、4月中国の輸出、消費財小売総売上高、工業付加価値は依然としてプラス成長を示したものの、輸入、住宅市場、若年失業率、新規銀行融資、物価データは期待ほど思わしくなく、中国の景気回復がまだ一様でないことを示している。
　2023年1月から4月までの台湾工作機械輸出総額は8億2400万米ドルで、前年比11.9％減少した。金属切削工具の輸出は10.3％減の7億400万米ドル、金属成形工具の輸出は20.6％減の1億1900万米ドルであった。
　2023年1月から4月までの金属切削機械の主な輸出先は、順にマシニングセンタの輸出額が約2億9,200万米ドル、前年同期に比べ11.6％減少、2位は旋盤で、輸出額は約2億1,000万米ドル、前年同期に比べ1.2％の微減であった。金属成形機の輸出は9,378万米ドルで、前年同期に比べ20.3％減少した。
　輸出国（地域）別に分析すると、2023年1月から4月までの台湾工作機械輸出上位10カ国（地域）は、中国（香港を含む）、米国、トルコ、オランダ、インド、イタリア、日本、ベトナム、タイ、ドイツの順となった。このうち、台湾の中国本土（香港を含む）向け輸出は1億9200万ドル近くで、前年同期比18％減、輸出全体の23.4％を占めた；第2位の輸出市場は米国で、輸出額は前年同期比2.3％減の約1億3,200万米ドルとなり、輸出総額の約16％を占めた。トルコの輸出額は8,236万米ドルで、前年同期比6.6％増、輸出総額の10％を占め、第3位となった。
　2023年1月から4月にかけて、台湾工作機械輸入額は前年同期比37.1％減の約2億1,700万米ドルとなった。 金属切削工具の輸入は42％減の約1億7800万米ドル、金属成形工具の輸入は3.2％増の3866万米ドルであった。
メキシコには注目
　メキシコは南北アメリカ大陸で5番目、世界では14番目に大きな国で、総人口は1億2000万人超、世界で11番目に人口の多い国である。世界自動車製造工業会（OICA）が発表したデータによると、米中貿易戦争で国際貿易関係が緊張しているとはいえ、米国・カナダ・メキシコの貿易協定により、メキシコは2021年に315万台を生産する世界第7位の自動車メーカーとなっており、その90.9%は主に米国に輸出されている。自動車産業は工作機械の最大の用途であるゆえに、2021年メキシコは世界第7位の工作機械輸出国となる。Global Trade Atlasによると、2022年までにメキシコの工作機械輸入額は2021年比20.3％増の10.9億米ドルとなり、台湾は2021年比48.3％増の4,000万米ドル（3.3％）でメキシコ第7位の工作機械輸入国となる。 これは2020年から3年連続の増加であり、メキシコにおける台湾製工作機械の魅力と重要性は年々高まっている。
　税関の輸出入統計によると、2022年台湾からメキシコへの金型輸出額は5800万米ドル、2021年から47.1％増加した；2018年から2022年までの期間を見ると、コロナ禍の影響を受けた2020年を除き近年は成長傾向にあり、メキシコにおける台湾製工具の需要と嗜好が年々高まっていることが分かる。
　2022年台湾のメキシコ向け工作機械輸出は、機種順に鍛造、スタンピング成形機、マシニングセンタ、旋盤、放電加工機、レーザー加工機、超音波加工機、研削盤、ボール盤、中ぐり盤、フライス盤、タッピング盤、プレーニング盤、インサート盤、ドローイング盤、のこぎり盤、歯車盤、その他の成形機であった。鍛造・スタンピング工具の輸出は2110万米ドルで、2021年比1.0％増、マシニングセンタの輸出額は1190万米ドルで、2021年比144.7%増、旋盤の輸出額は1170万米ドルで2021年比415.4％増、放電・レーザー・超音波工具の輸出額は440万米ドルで2021年比11.2％増、研削盤の輸出額は320万米ドルで2021年比0.7％減であった。

表一、歷年台灣工具機輸出額(單位:百萬米ドル)
（資料出典：工作機械・パーツ雜誌，2023，NO.151 頁31-32、37，NO.150 頁50-57）

· 最近のニュース
業界トラッカー / 工作機械業界の二酸化炭素削減に重要な役割を果たすデジタル化
【2023-04-02 経済日報】
2022年3月、国家発展委員会が「台湾2050年カーボンニュートラルの道筋と戦略」を発表、政府および各界が将来的にカーボンニュートラルを推進するための重要な基礎となることを示した。　
台湾は工作機械生産額世界第7位、輸出額第5位で、輸出額は我が国生産額の70％以上を占めている。 現在、多くの国内部品メーカーがスマートモジュールやシステムレベルの製品を推進、機械のアプリケーションに組み込むと同時に製造過程における二酸化炭素排出量削減に貢献することを期待している。
　カーボンニュートラルの推進は、工作機械をはじめとする製造業の課題となっている。最初に打撃を受けるのがエネルギー集約型産業、もしくはその他の製造業だ。企業はカーボンニュートラルを達成するために、適切な技術ソリューションの開発に投資を続ける必要があり、デジタル化は炭素削減への重要な道筋かつ重要な成功要因だと考える。
　機械／生産ラインのエネルギー消費量や製品プロセスのカーボンフットプリントの把握から、エネルギー消費量改善の方向性を特定するなど一連の流れで、エネルギー管理ソフトウェア、クラウドプラットフォーム、人工知能、拡張現実／バーチャル・リアリティ、デジタル分岐などの新技術を活用してプロセスと歩留まりを最適化する。それによって二酸化炭素排出量を減らし、炭素関税のストレスを軽減、我が国の工作機械昨日が持続的な競争優位性を保持できるようにする。

業界トラッカー／工作機械業界　春を迎え4つのトレンドが具体化
【2023-04-09 経済日報】
　2023年の経済見通しは全体的に保守的で、国際通貨基金などの国際的な予測機関では主要国の経済見通しが2022年に比べて0.5％から0.8％程度減少するとの見方が主流、インフレによる金融引き締めや金利上昇が投資や設備購入にマイナスの影響を与えるとされている。
　技術トレンドとしては、2023年の工作機械の技術トレンドは大きく4つに代表される。 第一に省エネとローカーボン：カーボンニュートラルの問題は世界中で熱い議論が続いており、企業は設計側からの計画だけでなく、製造側でも省エネ製造にマッチした製品の調整を始めなければならない。第二に、デジタル技術の普及化：本トレンドもデジタルツインに焦点を当てている。デジタルツインとは、物理的な実体、プロセス或いはシステムをデジタル空間上に構築し、再現すること。まるで現実世界と対になるふたごである。第三にプロセスの統合：多軸加工と複合加工は、工作機械開発における重要なトレンドだ。 第四に、ロボットアーム開発の統合：台湾の工作機械産業は世界でも一定の地位を占めており、工作機械にロボットアームのアプリケーションを統合することは、常に高い需要がある。
　今年の台北国際工作機械見本市では、多くの中小企業がロボットアームやインテリジェント収納システムを展示、自動化をアピールすることでスマート製造のトレンドを取り入れた。2023年も世界経済は様々な影響を受けるが、危機は変化とビジネスのチャンスでもある。 台湾はこのチャンスを活かしてデジタル技術で市場や環境の変化に柔軟に対応し、工作機械産業の持続的な競争力を維持することが求められる。

台湾機械工業会：第2シーズンは春を期待
【2023-04-13 経済日報】
　台湾機械工業会は昨日、第1シーズンの機械設備の輸出額が前年同期比21.8％減、新台湾ドル換算で同14.7％減となったと発表した。 同会は、各種指標となる展示会の開催により、第2シーズンには機械産業が春を迎え、年間生産額と輸出額が昨年と同レベルになると楽観視している。
　台湾機械工業会理事長の魏燦文氏は、3月の機械設備輸出額が前年同月比21.6％減、前月比16.2％増となり、2カ月間の減少が終わったことを強調した。彼は大陸が全面開放され経済活動が過熱していることを指摘し、3月の台北国際工作機械展と4月の中国国際工作機械展が工作機械業界にとって多くのビジネスチャンスを提供、その後の受注増が輸出増を促進すると予想した。
　第1シーズン台湾の機械・設備の輸出額トップ3は金額順に、検査・測定装置（16.0％シェア）前年同期比1.4％減、電子機器（14.6％シェア）前年同期比19.1％減、工作機械（8.6％シェア）前年同期比13.5％減だった。 第1シーズンの機械・設備輸出国トップ3は順に米国（25.1％シェア）、中国本土（22.1％シェア）、日本（7.9％シェア）であった。

半導体業界は国家戦略の推進を政府に期待
【2023-04-15 中央社】
　米国、日本、韓国はいずれも半導体を重要な戦略的資産と位置づけ、各国政府は半導体産業の発展を強力に支援しており、台湾半導体業界も政府が国家半導体戦略を打ち出すことを期待している。業界の専門家は、業界戦略は目標指向であるべきで、目標に従って適切な資源を割り当てるべきであると語る。
　半導体業界が最近政府に提案した内容に対して、台湾経済研究院産業経済データベース研究員兼ディレクターの劉佩真氏は、台湾は同盟国に対して優位に立つためにダイナミズムを維持すべきであり、海外に戦略投資を行う際には重要技術の流出を確実に防ぎ、国内生産のデメリットを排除して、先端半導体プロセスを台湾に根付かせるように努力すべきだと述べる。
　業界によると、台湾の半導体産業はファウンドリー、パッケージテスト、IC設計が3本柱で、そのうちファウンドリーとパッケージテストは世界トップ、IC設計は世界2位で、米国がトップ、中国が後塵を拝しているという。
　台湾は半導体製造装置の最大の買い手だが、装置メーカーはシンガポールにアジア太平洋センターを設立している。政府は、税制優遇措置によって大手半導体製造装置メーカーが台湾に拠点を置くよう誘致、台湾への投資を拡大することで周辺の半導体製造工場を支援し競争力を強化するだけでなく、台湾の半導体サプライチェーンをより充実させ雇用機会を増やすとともに、台湾の部品、工作機械、サブシステムに半導体産業への参入の機会を与えるべきである、とメーカーは語る。

無給休暇が1,360人に増加 製造業の受注は不安定だが、悪くはない
【2023-04-24 中央社】
　労働省は本日、仕事を休んでいる人の数が前期に比べ1,360人増加し、そのうち875人が製造業であると発表した。
　労働部労働条件・雇用平等担当秘書の黄偉珍氏は中央通信社の取材に対し、今回の新規実施者は製造業が875人を占めたが、大手メーカーはなく、実施者の多くは半導体関連の情報電子産業メーカーで、実施者は約220人であると述べた。一社は工作機械・機械部品メーカーで実施者は約160人、その他二社はゴムメーカーでそれぞれ100人あまりになる。
　黃維琛氏は、3月に仕事を休む人の総数が8,000人を超え、COVID-19流行時に匹敵する規模に急増した後４月上旬には減少し、多くの業界関係者が受注数の変化を見守ることを選択したと分析した。休業を実施した企業については、そのほとんどが1～2ヵ月間の休業を取り決めただけで、シーズン全体では直接的には実施しておらず、輸出受注が不安定であることを示しているが、業界全体としては経済状況を悪く見ているわけではないようだ。

台湾4月の機械輸出は15％減
【2023-05-10 工商時報】
台湾機械工業会が昨日発表したところによると、4月の機械輸出額は15.2％減、新台湾ドル換算で10.4％減となり、9ヶ月連続のマイナス成長となった。1-4月累計の機械輸出額は前年同期比20.1％減、新台湾ドル換算で13.6％減となった。 工作機械輸出額は4月に7.75％減少し、前4ヶ月では11.9％減少した。
　機械工業会理事長の魏燦文氏は、台湾の機械輸出が世界的な景気後退の影響を受け、昨年8月から9カ月連続でマイナス成長となっていることを指摘。しかしながら4月の輸出額は3.2％増加し前月比で増加、マイナス成長率は徐々に縮小し、輸出の勢いが徐々に回復していることを示している。
　魏氏によると、台湾の機械輸出は米国と中国がトップ2の市場であり、中国への輸出は2021年に30.9％を占めたが、昨年は25.9％に落ち込み、今年1〜4月は23.0％と過去最低を記録した。2021年対米輸出額は22.2％を占め、昨年は25.6％まで上昇したが、今年1～4月年率26.1％減の24.7％に落ち込んだ。これは、地政学的要因と米国経済発展の不確実性が台湾の機械輸出に明らかな影響を与えていることを示している。

工作機械展、来年3月開催
【2023-05-16 経済日報】
　台湾工作機械とパーツ協会が昨日、来年3月27日から31日南港展覧館にて4500ブースにわたる第8回台湾国際工作機械展示会（TMTS）を開催すると発表した。
　工作機械産業を拡大し輸出売上を増加させるべく、工作機械協会、外国貿易協会、台湾機械工業会の三者は、今後奇数年に台北国際工作機械展を、偶数年に台湾国際工作機械展を開催、つまり台湾で毎年国際工作機械展を開催することで合意した。　
業界の発展トレンドに呼応して、展示会のテーマは「持続可能な未来に向けた2つの軸」とし、デジタル・トランスフォーメーションとグリーン・トランスフォーメーションの2つの主軸に焦点を当て、今後の業界の発展トレンドに呼応している。
　同協会によると、「デジタルトランスフォーメーション」展示会の5つの重要な要素には、ファクトリーインテリジェンス、データ分析とクラウドコンピューティング、スマートネットワーキング、デジタルツイン／マンマシンコラボレーション、ブロックチェーン技術が含まれる。"グリーン・トランスフォーメーション "展の5つの重要な要素には、スマートな省エネルギー、環境認証、資源の再利用、グリーン・サプライチェーン、持続可能な製品設計が含まれる。

台湾の機械輸出額、10カ月連続で減少
【2023-06-08 経済日報】
　台湾機械工業会が昨日、5月の機械設備輸出額が前年同月比10.5％減となり、昨年8月以来10カ月連続で輸出額が減少したと発表した。 今年1～5月の累計輸出額は前年同期比28.2％減、新台湾ドルベースでは同12.2％減となった。
しかしながら、台湾機械工業会理事長魏燦文氏は、5月の輸出額は0.9％増加し、輸出額は3ヶ月連続で増加、加えて景気後退の規模も縮小しており、輸出の勢いが徐々に回復していると述べた。
　機械工業会によると、今年1〜5月の機械輸出額トップ3は、金額順に電子機器15.5％（同10.6％減）、検査・測定機器15.4％（同3.6％減）、工作機8.8％（同11.0％減）だった。今年1～5月の機械輸出国トップ3は、米国24.7％シェア、中国大陸22.8％シェア、日本8.1％シェアであった。
　魏氏は、我が国の機械輸出は現在米国と中国がトップ2の市場であり、中国への輸出は2021年30.9％シェアが2022年には25.9％に減少、今年1〜5月も減少を続け、前年同期比29.4％減の22.8％と過去最低を記録した、と指摘した。
　米国向け輸出は、2021年輸出の22.2%を占め、2022年には25.6%に上昇した。しかしながら年初5ヵ月で鈍化し、対米輸出は年率22.0%減の24.7%となった。これは、世界的なインフレ、地政学的要因、米国経済の減速が台湾の機械輸出に影響を与え続けていることを示している。

2024年台湾工作機械展、本日より申込受付開始
【2023-06-15 工商時報】
　台湾工作機械とパーツ協会が、2024年3月27日から3月31日まで台北南港展覧館で「台湾国際工作機械展」を開催することを発表した。 同展は4500ブースに達する見込みで、最新の技術や製品を展示し、台湾工作機械産業の革新性と市場競争力をアピールする。
　今回の展示会テーマは「持続可能な未来のための2軸スマート製造」で、デジタル・トランスフォーメーションとグリーン・トランスフォーメーションの2つの主軸に焦点を当て、業界の今後の発展動向に対応する。 デジタル・トランスフォーメーションは今日の業界において重要な課題となっており、デジタル技術の応用により、工作機械がより高い生産効率、より精密な加工精度、よりスマートな製造方法を実現することができる。また、今日の工作機械産業において、グリーン変革は重要な課題のひとつである。 本展示会では、持続可能な発展のコンセプトを強調し、環境に配慮した革新的な製品や技術を展示するよう出展者に呼びかける。
　オンライン申込みは6月15日午前10時から。 出展希望者は、公式ウェブサイトからオンラインで申込むことができる。

工作機械業界の好況は第4シーズンに底を打つ見通し
【2023-06-25 経済日報】
　米中貿易戦争とロシア・ウクライナ戦争はまだ収束しておらず、今年下半期の景気も不透明であるにもかかわらず、東台グループ会長嚴瑞雄氏、程泰グループ会長楊德華氏、和大グループ会長沈國榮氏等業界のリーダーたちは、第4シーズンには在庫が一掃され、工作機械業界全体が底を打つと見ている。
　注目すべきは、9月中旬にドイツのハノーバーで開催される世界最大の欧州工作機械展である。台灣は友嘉、程泰、東台、台中精機、上銀等140を超えるメーカーが参展したが、これはイタリアに次いで2番目に多い海外出展者グループであり、台湾がトップの座を争う意向を示している。
現在、世界的な生産拠点のシフトから生まれる新たなビジネスチャンスは数多くあるが、地政学的要因の影響も受ける。台灣機械工業会理事長魏燦文氏は、「台米21世紀貿易構想」の最初の協定が調印され、われわれは積極的に台米FTAの調印を追求し、関連する多国間貿易協定組織に参加すべきだ、と語る。

テクノロジー産業、在庫処分の幕開け 
台湾経済研究院「輸出販売の最悪期は終わった」
【2023-06-26 経済日報】
　台湾経済研究院が本日、「6月経済活動調査」を発表し、一部製品の在庫解消が進んだものの、国際端末の需要不足は依然として低調であると指摘した。5月の景気動向指数は、サービス業が0.57の上昇を維持したものの、製造業が2.02、建設業が0.95の下落となり、好転の兆しは見られない。
　下半期について、台湾経済研究院経済予測センターの孫明德所長は、国内の飲食サービス業は引き続き熱く、輸出部門は期待ほどではないが、テクノロジー産業が日の目を見たため、下半期は上半期より良くなる見込みだと述べた。
　台湾の輸出販売について孫明德氏は、今年の2月と3月以降、底が好転、台湾の輸出受注は、年間20％以上の落ち込みから緩やかな回復、台湾の輸出販売にとって最悪の時期は過ぎたようで、5月以降は緩やかな改善が期待されており、メーカー各社は下半期に期待を寄せている、と述べた。
　在庫に関しても、台湾の製造業の在庫は3ヵ月連続で減少し、特に運輸と食料品は顕著だったと孫明德氏は語る。テクノロジー業界では最近、ノートPCのファウンドリー大手数社が次々に朗報を、米国でも下半期に受注や駆け込み注文があった。 川下が開いている限り、川上の半導体や電子部品は改善すると見られている。

製造業の無給休暇が8,577人に増加
【2023-06-27 経済日報】
製造業における無給休暇が増加の一途をたどっている。 労働省は昨日、休業に関する最新の統計を発表し、製造業350社、従業員8,577人が無給休暇を取得し、前期に比べ7社、165人増加した。無給休暇で最も大きな打撃を受けたのは金属加工業で、工作機械メーカー3社がこの期間に300人以上の無給休暇者を出したと報告している。
労働省労働条件・雇用平等局の李怡萱専門委員によると、この間、工作機械・パーツメーカー3社からそれぞれ130人以上、90人以上、80人以上が無給休暇に入ったと報告され、いずれも不安定な受注の影響を受けたという。
　国際経済景気の減速により、昨年後半から製造業の無給休暇が増え始めた。 昨年6月中旬は、国内部門でコロナ禍の影響による無給休暇が多く、製造業の無給休暇は111社、1,390人にとどまる低水準だった。しかし、昨年8月中旬までに製造業で2,000人近くが無給休暇を取得し、9月末までに3,434人、12月中旬までに5,807人、12月末までに6,000人が無給休暇を取得した。製造業における今年4月の無給休暇者数は8,037人で、2020年10月以降で過去最高となった。

輸出額(百萬美元)	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	2012	2013	2014	2015	2016	2017	2018	2019	2020	2021	2022	1671.4	2247.5	2658.9	2964	3471	3880	1739.9	2960	4000	4236	3548	3753	3184	2896	3339	3656	3065	2155	2784	3018	
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